
外形標準課税の拡大に伴う負担軽減措置　（経過措置）

１ 付加価値額が３０億円以下の企業の場合

平成28年4月1日から平成29年3月31日までに開始する事業年度 ３／４
平成29年4月1日から平成30年3月31日までに開始する事業年度 １／２
平成30年4月1日から平成31年3月31日までに開始する事業年度 １／４

２ 付加価値額が３０億円超４０億円未満の企業の場合

負担増となる額に、下記の割合を乗じた額を控除（割合は付加価値額に応じて逓減）

 控除する割合 ： 一定割合（※上記と同じ）×（４０億円－付加価値額）／１０億円

【平成２８年度税制改正】

〇平成２７年度税制改正により創設された負担変動の軽減措置について、平成２８年度税制改正において拡充が図られ
ました（平成２８年地方税法改正法附則第５条）。

適用事業年度の事業税額（新税率適用）が、平成28年3月31日現在の税率を適用した事業税額を超える場合、負担
増となる額から一定割合（※）を控除

※一定割合

付加価値額が４０億円未満の外形法人が対象です（12ヶ月換算。１ヶ月に満たない日数は１ヶ月に切上）。
（平成28年4月1日から平成31年3月31日までの間に開始する事業年度）


